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重要取組シート 

取組項目 業務継続計画の見直し 

現状・課題 

・東日本大震災を契機に平成 25 年 3 月に堺市業務継続計画（地震災害編）を策定

し、その後、南海トラフ巨大地震の被害想定が大阪府から公表されたことに鑑み、

平成 27 年 3 月に南海トラフ巨大地震を想定した「堺市業務継続計画（地震津波

災害編）」を策定している。 

・近年、激甚化・頻発化している風水害や、新型コロナウイルス感染症を含めた感

染症拡大時を想定した業務継続計画を策定する必要がある。 

取 組 の 

内  容 

・令和 2 年度に実施した災害対応訓練（図上訓練）の結果を踏まえ、各局各区の災

害時における業務継続計画を整理し、直近参集職員の精査、体制整備に係る再検

証作業を実施する。 

・現在、地震災害編、地震津波災害編と分けて策定している計画について、風水害

時の対応を含め、災害状況を事象で区分するのではなく影響度合いでレベル化す

るなど一つの計画として再編していく。 

・同計画の策定は各局各区（主に総務担当課）と協議を行い、順に進めていくが取

組経過において、各局各区の災害対応体制の課題や問題点を顕在化させ、最終的

には初動対応マニュアルとして、災害時の組織体制を明確化していく。 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

前期 

（～7 月） 

□ 策定方針の決定、関係部局との方針確認と作業依頼、各局計画の分析・まとめ

を目的とした委託業務の発注 （～6 月） 

□ 関係部局の回答内容のまとめと分析（7 月） 

中期 

（～11 月） 

□ 分析結果を基にした計画骨子の策定と関係部局との内容確認（～9 月） 

□ 防災対策推進本部会議に計画骨子を付議（10 月） 

後期 

（～3 月） 

□ 計画案の策定（～12 月） 

□ 防災対策推進本部会議に計画案を付議⇒計画策定（2 月） 

次年度 

以降 

□ 業務継続計画に基づく訓練の実施と、訓練内容の検証を踏まえた計画の見直し

を行う。 

進
捗
の
状
況 

前期 

（～7 月） 
□ 業務継続計画の改定に向けての現行マニュアル等の確認、見直し（～7 月） 

中期 

（～11 月） 

□ 策定方針の決定、関係部局との方針確認と作業依頼、各局計画の分析・まとめを

目的とした委託業務の発注（～10 月） 

□ 関係部局の回答内容のまとめと分析に着手（～11 月） 

後期 

（～3 月） 

□ 計画案の策定（～1 月） 

□ 防災対策推進本部会議に計画案を付議（3 月） 

  

危機管理室 危機管理課 
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